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社会保障・
税一体改革

社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
関
連

法
が
成
立
し
た
こ
と
に
伴
い
、
国

と
地
方
の
消
費
税
率
引
き
上
げ
分

の
配
分
割
合
が
正
式
に
決
ま
っ

た
。
配
分
を
定
め
た
法
律
は
関
連

法
の
う
ち
、
「
社
会
保
障
の
安
定

財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜

本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
地
方

税
法
及
び
地
方
交
付
税
法
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
」
。
同
法
が
８

月
２２
日
に
公
布
さ
れ
た
こ
と
に
伴

い
、
川
端
達
夫
・
総
務
大
臣
か
ら

自
治
体
の
首
長
、
議
長
へ
書
簡
が

送
付
さ
れ
た
�
本
紙
４
面
に
川
端

総
務
相
の
書
簡
を
掲
載
。

同
法
は
社
会
保
障
・
税
一
体
改

革
を
踏
ま
え
、
地
方
消
費
税
の
使

途
の
明
確
化
及
び
税
率
の
引
上
げ

を
行
う
と
と
も
に
、
消
費
税
に
係

る
地
方
交
付
税
の
率
の
変
更
等
を

行
う
こ
と
が
主
な
内
容
と
な
っ
て

い
る
�
同
法
関
連
資
料
は
左
掲
の

ほ
か
４
面
に
掲
載
。
同
法
は
３
月

３０
日
に
国
会
へ
提
出
さ
れ
た
の

ち
、
８
月
１０
日
に
参
議
院
で
可

決
、
成
立
し
て
い
る
。

消
費
税
率
引
上
げ
で

地
方
へ
総
務
相
書
簡

都市研会長
小林茂裕（福山市）

都
市
行
政
問
題
研
究
会
（
会
長

�
小
林
茂
裕
・
福
山
市
議
会
議

長
）
は
８
月
２０
日
、
東
京
・
全
国

都
市
会
館
で
第
９６
回
総
会
を
開
催

し
た
。
当
日
は
、
７
月
３
日
に
実

施
さ
れ
た
会
計
監
査
の
結
果
を
日

比
野
友
治
・
一
宮
市
議
会
議
長
が

監
事
を
代
表
し
報
告
。
平
成
２３
年

度
本
研
究
会
会
計
決
算
に
お
い

て
、
歳
入
、
歳
出
と
も
に
適
正
で

あ
る
こ
と
が
了
承
さ
れ
た
。
そ
の

の
ち
、
平
成
２４
・
２５
年
度
調
査
研

究
テ
ー
マ
に
つ
い
て
協
議
。
加
盟

市
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
を
踏
ま
え
た

審
議
の
結
果
、
調
査
研
究
テ
ー
マ

は
「
都
市
に
お
け
る
災
害
対
策
と

議
会
の
役
割
」
に
決
定
し
た
。

テ
ー
マ
決
定
の
背
景
に
は
、
平

成
２３
年
３
月
１１
日
に
発
生
し
た
東

日
本
大
震
災
の
存
在
が
あ
る
。
東

日
本
大
震
災
は
東
北
地
方
を
中
心

に
東
日
本
各
地
へ
未
曾
有
の
被
害

を
も
た
ら
し
た
。
本
研
究
会
で

は
、
行
政
の
み
な
ら
ず
議
会
に
お

い
て
も
、
震
災
を
契
機
と
し
て
改

め
て
平
時
の
災
害
対
策
に
お
け
る

議
会
の
役
割
、
災
害
発
生
時
、
復

旧
・
復
興
段
階
に
お
け
る
議
会
の

役
割
と
は
何
か
を
探
っ
て
い
く
。

調
査
方
法
に
は
、
書
面
調
査
、

被
災
自
治
体
の
議
会
や
先
進
的
な

取
り
組
み
を
行
っ
て
い
る
議
会
の

現
地
調
査
、
学
識
者
に
よ
る
講
演

の
聴
取
な
ど
を
用
い
、
２５
年
度
末

ま
で
に
報
告
書
を
ま
と
め
る
。

総
会
当
日
は
、
講
師
と
し
て
廣

瀬
克
哉
・
法
政
大
学
法
学
部
教
授

（
法
学
部
長
）
が
「
都
市
に
お
け

る
災
害
対
策
と
議
会
の
役
割
」
と

題
す
る
講
演
を
実
施
し
た
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）
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現

行

平
成
２６
年

４
月
１
日
〜

平
成
２７
年

平
成
２８
年
４
月
１
日
〜

〜
９
月

１０
月
〜

消
費
税（
Ａ
）＋

地
方
消
費
税（
Ｂ
）

５
％

８
％

１０
％

消
費
税（
Ａ
）

４
％

６
・
３
％

７
・
８
％

う
ち
交
付
税
分

（
α
）

１
・
１８
％

（
法
定
率
２９
・
５
％
）

１
・
４０
％

（
法
定
率
２２
・
３
％
）

１
・
４７
％

（
法
定
率
２０
・
８
％
）

１
・
５２
％

（
法
定
率
１９
・
５
％
）

地
方
消
費
税（
Ｂ
）

１
％消

費
税
額
の

１
０
０
分
の
２５

１
・
７
％

消
費
税
額
の

６３
分
の
１７

２
・
２
％

消
費
税
額
の

７８
分
の
２２

地
方
分
合
計

（
α
）＋（
Ｂ
）

２
・
１８
％

３
・
１０
％

３
・
７２
％

研研究究テテーーママをを決決定定
都市研が総会開催

２４・２５年度

監
査
結
果
を
報
告
す
る
監
事
の

日
比
野
・
一
宮
市
議
会
議
長

引上げ後の消費税収の国・地方の配分等

（１） 平成２４年９月５日 第１８４３号



全
国
市
議
会
議
長
会
で
は
こ
の
ほ
ど
、
「
市
議
会
議
員
報
酬
に
関

す
る
調
査
結
果
」
を
取
り
ま
と
め
た
。
調
査
結
果
は
、
平
成
２３
年
１２

月
３１
日
現
在
に
お
け
る
全
国
８
０
９
市
（
東
京
２３
特
別
区
を
含
む
）

を
対
象
に
、
市
議
会
の
正
副
議
長
及
び
議
員
の
報
酬
の
状
況
を
取
り

ま
と
め
た
も
の
。
オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
調
査
を
実
施

し
、
回
収
市
数
は
８
０
９
市
、
回
収
率
は
１
０
０
％
。

本
紙
で
は
２
面
か
ら
３
面
に
か
け
、
調
査
結
果
の
概
要
を
掲
載
す

る
。
全
国
８
０
９
市
の
市
議
会
議
員
の
報
酬
一
覧
な
ど
、
各
市
の
詳

細
な
デ
ー
タ
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
お
り
、
調
査
結
果

は
、
７
月
２７
日
付
で
全
市
へ
発
送
済
み
。

な
お
、
今
回
の
調
査
結
果
を
算
出
す
る
に
あ
た
り
、
一
市
複
数
制

度
の
適
用
市
は
な
し
。
前
年
の
平
成
２２
年
１２
月
３１
日
現
在
に
お
け
る

報
酬
調
査
（
日
額
報
酬
制
を
採
用
し
て
い
た
１
市
を
除
く
）
で
は
、

一
市
複
数
制
度
を
適
用
し
て
い
る
市
は
７
市
あ
っ
た
。
こ
の
た
め
、

前
年
の
調
査
で
は
、
一
市
複
数
制
度
を
適
用
し
て
い
る
市
の
議
員
報

酬
月
額
は
、
当
該
市
の
「
最
高
額
」
の
報
酬
月
額
を
用
い
て
い
る
。

全
国
８
０
９
市
の
市
議
会
議
員

に
関
す
る
平
均
報
酬
月
額
の
状
況

は
表
�
の
と
お
り
。

こ
の
う
ち
「
議
長
」
の
報
酬
月

額
は
全
国
平
均
で
５１
・
３
万
円
と

い
う
結
果
が
得
ら
れ
た
。
前
年

（
平
成
２２
年
１２
月
３１
日
現
在
）
の

調
査
結
果
で
は
５１
・
６
万
円
で
あ

っ
た
た
め
、
０
・
３
万
円
の
減
少

と
な
っ
た
。

次
に
「
副
議
長
」
の
報
酬
月
額

は
全
国
平
均
で
４５
・
３
万
円
と
な

っ
た
。
前
年
の
調
査
４５
・
５
万
円

と
比
べ
、
０
・
２
万
円
の
減
少
と

な
っ
て
い
る
。
続
い
て
「
議
員
」

の
報
酬
月
額
は
今
回
の
調
査
で
は

全
国
平
均
４１
・
８
万
円
と
い
う
結

果
。
前
年
の
調
査
で
は
４２
・
０
万

円
で
あ
っ
た
た
め
、
０
・
２
万
円

の
減
少
と
な
っ
た
。

全
国
８
０
９
市
に
お
け
る
人
口

段
階
別
に
み
た
市
議
会
議
員
の
平

均
報
酬
月
額
は
表
�
及
び
グ
ラ
フ

�
の
と
お
り
。

「
議
長
」
で
は
「
５０
万
人
以
上
」

の
段
階
が
平
均
報
酬
月
額
８９
・
１４

万
円
で
最
高
額
と
な
っ
て
い
る
。

次
い
で
「
４０
〜
５０
万
人
未
満
」
の

段
階
が
７６
・
３９
万
円
と
続
く
。

「
副
議
長
」
で
は
「
議
長
」
同
様
、

「
５０
万
人
以
上
」
の
段
階
が
平
均

報
酬
月
額
が
７９
・
７７
万
円
で
最
高

額
と
な
っ
て
お
り
、
次
い
で
「
４０

〜
５０
万
人
未
満
」
の
市
が
６８
・
９２

万
円
と
続
い
て
い
る
。
「
議
員
」

に
お
い
て
も
、
「
議
長
」
「
副
議

長
」
同
様
、
「
５０
万
人
以
上
」
の

段
階
が
７０
・
８８
万
円
と
最
高
額
の

平
均
報
酬
月
額
。
次
い
で
「
４０
〜

５０
万
人
未
満
」
の
市
が
６２
・
７５
万

円
と
続
く
。
グ
ラ
フ
�
を
見
る

と
、
市
の
人
口
区
分
が
大
き
く
な

る
に
つ
れ
、
「
議
長
」
「
副
議
長
」

「
議
員
」
の
平
均
報
酬
月
額
が
上

昇
す
る
こ
と
が
分
か
る
。

全
国
平
均
で
は
「
議
長
」
が
５１

・
３１
万
円
、
「
副
議
長
」
が
４５
・

３０
万
円
、
「
議
員
」
が
４１
・
８１
万

円
と
い
う
結
果
と
な
っ
て
い
る
も

の
の
、
前
年
（
平
成
２２
年
１２
月
３１

日
現
在
）
と
比
較
す
る
と
「
２０
〜

３０
万
人
未
満
」
の
段
階
の
み
、「
議

長
」
「
副
議
長
」
の
平
均
報
酬
月

額
が
上
昇
し
て
い
る
こ
と
が
分
か

っ
た
。
今
回
の
調
査
結
果
に
よ
る

と
「
２０
〜
３０
万
人
未
満
」
の
段
階

は
、
「
議
長
」
が
平
均
報
酬
月
額

６７
・
８３
万
円
、
「
副
議
長
」
が
６０

・
８２
万
円
。
前
年
は
「
議
長
」
が

６７
・
５８
万
円
、
「
副
議
長
」
が
６０

・
６８
万
円
で
あ
っ
た
た
め
、
「
議

【
３
面
へ
続
く
】

市市議議会会議議員員報報酬酬にに関関ししてて
本本会会がが調調査査結結果果ままととめめるる

全
国
８
０
９
市
の

市
議
会
議
員
報
酬
の
平
均

市
議
会
議
員
の

平
均
報
酬
月
額

議議員員報報酬酬はは平平均均４４１１．．８８万万円円
第１８４３号 平成２４年９月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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【
２
面
か
ら
続
く
】

人
口
段
階
別
に
み
た
市
議
会
議

員
の
報
酬
月
額
の
最
高
額
及
び
最

低
額
の
状
況
は
表
�
及
び
グ
ラ
フ

�
�
�
の
と
お
り
。
「
議
長
」
で

は
、
「
５０
万
人
以
上
」
の
段
階
で

報
酬
月
額
が
１
１
７
・
９
万
円
と

最
高
額
。
次
い
で
「
２０
〜
３０
万
人

未
満
」
の
段
階
で
９４
・
２
万
円
、

「
５
万
人
未
満
」
の
段
階
で
９３
・

１
万
円
と
続
く
。
最
低
額
は
、「
５

万
人
未
満
」
の
段
階
で
２３
・
０
万

円
と
い
う
結
果
に
な
っ
た
。
「
５

万
人
未
満
」
の
段
階
で
は
報
酬
月

額
の
最
高
額
と
最
低
額
で
７０
万
円

近
く
の
差
が
生
じ
て
い
る
。
最
高

額
と
最
低
額
の
差
額
が
最
少
な
の

は
、
「
４０
〜
５０
万
人
未
満
」
の
段

階
で
、
２８
・
７
万
円
と
い
う
結
果

に
な
っ
た
。

「
副
議
長
」
で
は
、
人
口
規
模

「
５０
万
人
以
上
」
の
段
階
で
報
酬

月
額
が
１
０
６
・
１
万
円
と
最
高

額
。
次
い
で
「
５
万
人
未
満
」
の

段
階
で
８１
・
５
万
円
、
「
２０
〜
３０

万
人
未
満
」
の
段
階
で
８０
・
４
万

円
と
続
く
。
最
低
額
は
「
５
万
人

未
満
」
の
段
階
で
２０
・
０
万
円
と

い
う
結
果
と
な
っ
た
。
最
高
額
と

最
低
額
の
差
額
が
最
少
な
の
は
、

「
４０
〜
５０
万
人
未
満
」
の
段
階
で

２１
・
８
万
円
と
い
う
結
果
で
あ
っ

た
。「

議
員
」
で
は
、
「
議
長
」
「
副

議
長
」
同
様
、
人
口
規
模
「
５０
万

人
以
上
」
の
段
階
で
報
酬
月
額
９５

・
３
万
円
と
最
高
額
。
次
い
で

「
４０
〜
５０
万
人
未
満
」
の
段
階
が

７０
・
０
万
円
、
「
２０
〜
３０
万
人
未

満
」
の
段
階
が
６７
・
０
万
円
と
続

い
て
い
る
。
最
低
額
は
、
「
５
万

人
未
満
」
の
段
階
で
１８
・
０
万
円

と
い
う
結
果
。
最
高
額
と
最
低
額

の
差
額
が
最
少
な
の
は
「
３０
〜
４０

万
人
未
満
」
の
段
階
で
１４
・
５
万

円
で
あ
っ
た
。

長
」
は
０
・
２５
万
円
、
「
副
議
長
」

は
０
・
１４
万
円
の
プ
ラ
ス
と
な
っ

た
。ま

た
、
同
段
階
に
お
け
る
「
議

員
」
は
、
平
均
報
酬
月
額
が
上
昇

し
な
か
っ
た
が
前
年
と
比
較
し
減

少
額
は
０
・
０３
万
円
に
と
ど
ま
っ

て
お
り
、
他
の
人
口
段
階
の
「
議

員
」
よ
り
平
均
報
酬
の
減
少
幅
が

小
さ
い
こ
と
が
分
か
っ
た
。
前
年

と
比
べ
全
国
平
均
の
平
均
報
酬
月

額
は
、
「
議
長
」
が
０
・
３１
万
円

の
減
、
「
副
議
長
」
が
０
・
２６
万

円
の
減
、
「
議
員
」
が
０
・
２３
万

円
の
減
と
い
う
結
果
。
な
お
、「
議

長
」
「
副
議
長
」
「
議
員
」
で
前

年
と
比
べ
、
平
均
報
酬
月
額
が
最

も
減
少
し
て
い
る
の
は
、
「
５０
万

人
以
上
」
の
段
階
で
あ
り
、
「
議

長
」
は
３
・
９０
万
円
、
「
副
議
長
」

は
３
・
０４
万
円
、
「
議
員
」
で
は

２
・
４９
万
円
の
減
額
と
な
っ
て
い

る
。

報
酬
加
算
の
状
況
は
表
�
の
と

お
り
。
「
常
任
委
員
長
」
へ
加
算

し
て
い
る
の
は
２
１
９
市
で
あ
り
、

平
均
加
算
額
は
１
・
６
万
円
。
前

年
は
加
算
市
数
２
１
５
市
、
加
算

額
が
１
・
５
万
円
の
た
め
、
加
算

市
数
は
４
市
増
加
し
、
加
算
額
は

０
・
１
万
円
の
増
加
と
な
っ
た
。

「
議
会
運
営
委
員
長
」
へ
加
算
し

て
い
る
の
は
、
２
１
１
市
で
あ
り
、

加
算
額
は
１
・
６
万
円
。
前
年
と

比
べ
加
算
市
数
は
増
減
し
て
お
ら

ず
、
加
算
額
は
０
・
１
万
円
の
増

加
。
ま
た
、
「
特
別
委
員
長
」
へ

の
加
算
市
数
は
６１
市
。
加
算
額
は

３
・
０
万
円
。
前
年
と
比
較
し
加

算
市
数
は
４
市
増
加
、
加
算
額
は

０
・
３
万
円
の
増
と
な
っ
た
。

市
議
会
議
員
の

報
酬
月
額
の
高
低

委
員
会
委
員
長
職
へ
の

報
酬
加
算
の
状
況

報
酬
月
額（
万
円
）

報
酬
月
額（
万
円
）

報
酬
月
額（
万
円
）

（３） 平成２４年９月５日 第１８４３号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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議議
会会
所所
在在
地地
変変
更更

拝
啓

皆
様
方
に
は
、
ご
健
勝
に
て
、

地
域
住
民
の
福
祉
向
上
の
た
め
、

日
々
ご
尽
力
い
た
だ
い
て
い
る
こ

と
と
存
じ
ま
す
。

社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に
つ

い
て
は
、
昨
年
度
、
制
度
化
さ
れ

ま
し
た
「
国
と
地
方
の
協
議
の

場
」
を
通
じ
て
十
分
な
議
論
を
尽

く
し
た
結
果
と
し
て
、
国
の
制
度

と
地
方
単
独
事
業
の
２
つ
の
セ
ー

フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
が
組
み
合
わ
さ
る

こ
と
に
よ
っ
て
、
社
会
保
障
制
度

全
体
が
持
続
可
能
な
も
の
と
な
っ

て
い
く
と
の
認
識
を
共
有
し
た
上

で
、
引
上
げ
分
の
消
費
税
収
（
国

・
地
方
）
の
配
分
（
５
％
の
う
ち

地
方
分
と
し
て
１
・
５４
％
相
当
を

確
保
）
や
地
方
消
費
税
の
使
途
等

に
つ
い
て
、
国
と
地
方
が
共
同
し

て
結
論
を
得
る
と
い
う
成
果
を
上

げ
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
こ
の

こ
と
は
、
地
方
単
独
事
業
を
含
む

地
方
の
社
会
保
障
の
充
実
・
安
定

化
、
さ
ら
に
は
地
方
財
政
の
健
全

化
に
も
寄
与
す
る
も
の
で
あ
り
ま

す
。先

般
、
そ
の
結
論
を
踏
ま
え
て

提
案
さ
れ
た
「
社
会
保
障
の
安
定

財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜

本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
地
方

税
法
及
び
地
方
交
付
税
法
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
案
」
が
国
会
に

お
い
て
成
立
し
、
公
布
さ
れ
ま
し

た
。今

後
、
消
費
税
（
国
・
地
方
）

の
税
率
の
引
上
げ
等
の
施
行
に
向

け
て
、
国
民
の
皆
様
に
今
回
の
社

会
保
障
・
税
一
体
改
革
に
つ
い
て

一
層
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
い
た

だ
く
必
要
が
あ
り
ま
す
が
、
そ
の

た
め
に
は
、
今
回
の
改
革
の
意
義

や
必
要
性
に
つ
い
て
、
国
民
の
皆

様
に
分
か
り
や
す
く
、
丁
寧
に
説

明
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。地

方
団
体
の
皆
様
方
に
は
、
今

回
の
改
革
が
国
と
地
方
が
共
同
し

て
結
論
を
得
た
も
の
で
る
と
い
う

経
緯
も
踏
ま
え
て
、
各
地
域
の
住

民
の
皆
様
方
へ
の
周
知
や
広
報
等

に
主
体
的
か
つ
積
極
的
に
取
り
組

ん
で
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
、
よ
ろ

し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

私
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
地
方

団
体
の
皆
様
方
と
一
体
と
な
っ

て
、
今
回
の
社
会
保
障
・
税
一
体

改
革
の
実
現
に
向
け
て
、
国
民
の

皆
様
に
分
か
り
や
す
く
、
丁
寧
に

説
明
を
行
っ
て
参
り
ま
す
と
と
も

に
、
地
域
主
権
改
革
の
更
な
る
推

進
に
、
引
き
続
き
全
力
を
尽
く
す

所
存
で
す
。

時
節
柄
、
ご
自
愛
の
ほ
ど
お
祈

り
致
し
ま
す
。

敬
具

平
成
２４
年
８
月
２２
日

総
務
大
臣

川
端

達
夫

市
区
町
村
議
会
議
長

殿

地
方
税
に
係
る
税
制
抜
本
改
革
法
の

公
布
に
伴
う
総
務
大
臣
か
ら
の
書
簡

総
務
大
臣（公財）後藤・安田記念東京都市研究所

（旧・（財）東京市政調査会）

第３３回『都市問題』公開講座

能ある農の創造 ～地域農業のゆくえ～

（公財）後藤・安田記念東京都市研究所は、「都市問題」
公開講座を１０月２７日、下記のとおり開催しますので、
皆様のご参加をお待ちしております。
◇開催趣旨
農業への関心は、食の安全やエコロジーへの配慮など

とあいまって急速に高まっている。各地で市民農園が盛
んであり、学校給食などでの食材の地産地消も進展して
いる。「ネコの目農政」といわれた中央依存の時代を超
えて、創意あふれる生産者と消費者の交流によるネット
ワークがつくられている。地域産業としての農業を発展
させ、人々の生活を充実させるためには、何が必要なの
か。仙台平野のただなかで考える。
◇基調講演
大江 正章 氏（出版社コモンズ代表、ジャーナリスト）

◇パネルディスカッション
浅川 芳裕 氏（株式会社農業技術通信社専務取締

役、月刊『農業経営者』副編集長）
伊藤 秀雄 氏（有限会社伊豆沼農産代表取締役）
野村 一正 氏（農政ジャーナリストの会前会長、元

時事通信社解説委員）
役重眞喜子 氏（元花巻市（旧岩手県東和町）職員、

元農林水産省職員）
新藤 宗幸 氏（後藤・安田記念東京都市研究所研究

担当常務理事）＜司会＞
記

◆日時：平成２４年１０月２７日（土）１３：３０～１６：３０
◆場所：仙台市シルバーセンター７階第１研修室
◆参加費：無料
◆参加申込：後藤・安田記念東京都市研究所ホームペー
ジ（http : //www.timr.or.jp）から

◆申込期限：平成２４年１０月２２日（月）
※満員となり次第受付終了

◆問合せ先：後藤・安田記念東京都市研究所 研究室
ＴＥＬ：０３―３５９１―１２６１

▽
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２
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Ａ
Ｘ
０
５
０
（
３
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１
）
７

６
６
３

電
話
番
号
変
更
な
し

９月５日現在の都市数
８１０団体

うち
指定都市 ２０市
中核市 ４１市
特例市 ４０市
一般市 ６８６市
特別区 ２３区

川端達夫・総務大臣
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